
 
 

３－１ 職員の給与の状況（公営企業職員を除く。） 
（１）人件費の状況（普通会計決算）    

 区 分 住民基本台帳人口 
（令和7年1月1日） 

歳出額 
Ａ 

実質収支 人件費 
Ｂ 

人件費率 
Ｂ/Ａ 

（参考） 
令和５年度の人件費

令和６年度 
人 

7,374,294 

千円 

2,116,066,737 

千円 

47,678,775 

千円 

581,107,930 

％ 

27.5  

  ％ 

26.2  

（注）令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

         

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）          

 区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 

給  料 
給  料 職員手当    期末･勤勉手当  計 Ｂ 

令和６年度 
   人 

62,034 

千円 

264,148,514   

    千円 

63,794,891 

    千円 

114,371,743 

    千円 

442,315,148 

千円 

7,130  

 （注）  １ 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

     ２ 職員手当には退職手当を含みません。 

     ３ 職員数は、令和６年４月１日現在の人数です。 

４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（暫定再任用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員）の給与費が含まれており、職員数に

は当該職員を含んでいません。 

                                       
（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、

国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。 

   ２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給

与水準を比較するため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数です。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の

指定基準に基づく地域手当支給割合）により算出。） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在） 

 区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額  

一般行政職  41.7 歳 327,898 円 425,465 円 
 技能労務職  54.2 歳 316,323 円 370,015 円  
 高等学校等教育職  42.3 歳 372,252 円 440,366 円  
 小中学校教育職  39.6 歳 364,402 円 428,949 円  
 警察職  38.7 歳 354,438 円 528,371 円  

（注）１ 職種の区分については、総務省地方公務員給与実態調査の職種区分表によります。（以下同じ） 

一般行政職・・・行政職給料表適用者（ただし、国の税務職俸給表及び福祉職俸給表に該当する職員、指導主事、社会教育主事並びに高等看護学院及び農業大学校

の教員を除く）及び事務職給料表適用者 

技能労務職・・・技能職給料表適用者 

高等学校等教育職・・・教育職給料表(１)適用者並びに高等看護学院及び農業大学校の教員 

小中学校教育職・・・教育職給料表(２)適用者 

警 察 職・・・公安職給料表適用者 

２ 「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

３ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。 

 

（５）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）  

区分 初任給 ２年後の給料 

一般行政職 
大 学 卒 228,735 円 237,658 円 

高 校 卒 197,203 円 210,282 円 

技能労務職 
高 校 卒 201,766 円 213,932 円 

中 学 卒 188,281 円 201,766 円 

高等学校教育職 
大 学 卒 255,502 円 265,743 円 

高 校 卒 211,803 円 229,749 円 

小中学校教育職 大 学 卒 255,502 円 265,743 円 

警察職 
大 学 卒 265,033 円 275,172 円 

高 校 卒 241,916 円 249,216 円 

（注） 高等学校教育職・・・高等学校等教育職から特殊教育諸学校、高等看護学院及び農業大学校の教員を除いたもの 
 

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在） 

 区分 経験年数10年以上15年未満 経験年数20年以上25年未満 

一般行政職 
大学卒 305,906 円 377,004 円 

高校卒 272,457 円 329,845 円 

技能労務職 
高校卒 － － 

中学卒 － － 

高等学校教育職 
大学卒 361,252 円 421,372 円 

高校卒 293,331 円 330,623 円 

小中学校教育職 大学卒 361,728 円 418,542 円 

警察職 
大学卒 328,945 円 405,339 円 

高校卒 303,701 円 375,823 円 

 



 
 

（７）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和７年４月１日現在） 

 区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 計 

標準的な 
職務内容 

主事 
技師 

主事 
技師 

主査 
主任 

主査 主幹 
副課長 
主幹 

課長 副部長 部局長 本庁部長  

職員数 
人 

1,068 

人 

1,542 

人 

2,394 

人 

2,159 

人 

913 

人 

817 

人 

325 

人 

76 

人 

18 

人 

15 

人 

9,327 

構成比 
％ 

11.5 

％ 

16.5 

％ 

25.6 

％ 

23.1 

％ 

9.8 

％ 

8.8 

％ 

3.5 

％ 

0.8 

％ 

0.2 

％ 

0.2 

％ 

100.0 

  （注） １ 埼玉県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）昇給への人事評価の反映状況（知事部局） 

  毎年度、実績評価及び能力評価で構成される人事評価を全職員に実施。 
副部長級以上の職員については、人事評価結果を基に、昇給の号給数（2～0号給）を決定。 

 課所長級の職員については、人事評価結果を基に、昇給の号給数（8～0号給）を決定。 
 副課長級以下の職員については、能力評価結果に基づき、昇給の号給数（5以上～0号給）を決定。 

 



 
 

（９）職員手当の状況                                                                          
ア 期末手当・勤勉手当 

 埼    玉    県 国 

１人当たりの平均支給額（令和６年度決算） 
1,708千円 

－ 

（令和６年度支給割合） 
     期末手当    勤勉手当 
     2.5月分    2.1月分 
    （1.4月分     1.0月分） 

（令和６年度支給割合） 
     期末手当    勤勉手当 
     2.5月分    2.1月分 
    （1.4月分     1.0月分） 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～20％ 
・管理職加算 10～25％ 

  （注） １ 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ （ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員に係る支給割合です。            

 

【参考】勤勉手当への人事評価の反映状況（知事部局） 

  毎年度、実績評価及び能力評価で構成される人事評価を全職員に実施。実績評価結果に基づき、
５段階の支給割合を決定。なお、暫定再任用職員については４段階の支給割合を決定。 

 
 

イ 退職手当（令和７年４月１日現在） 

 埼    玉    県 国 
（支給率）    自己都合      勧奨・定年 

 勤続20年  19.6695月分    24.586875月分 
 勤続25年  28.0395月分     33.27075月分 
 勤続35年  39.7575月分     47.709月分 
 最高限度額  47.709月分     47.709月分 
 
 その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （2%～45％加算）      
 
  1人当たりの平均支給額 （自己都合）（勧奨・定年） 
 （令和６年度決算）  2,435千円  21,942千円 

（支給率）     自己都合     勧奨・定年 
 勤続20年  19.6695月分    24.586875月分 
 勤続25年  28.0395月分     33.27075月分 
 勤続35年  39.7575月分     47.709月分 
 最高限度額  47.709月分     47.709月分 
 
その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （2%～45％加算） 

      
 

  （注） １ 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

            ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

３ 「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。 

 

ウ 地域手当（令和７年４月１日現在） 

 支 給 実 績（令和６年度決算） 22,776,863千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 367千円 

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 

埼玉県内 8.5% 9,154人 

東京都特別区等 11.5% 20人 

 
エ 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）  

 支給実績（令和６年度決算） 3,098,600千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 128千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度決算） 38.9％ 

 手当の種類（手当数） 28手当 



 
 

 
 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

 
 税務手当  県税事務所等に勤務する職員  県税の賦課徴収業務 

 月額 17,000 円 

 日額 650 円 

 
 福祉保健業務手当  福祉事務所等に勤務する職員  ケースワーク等の相談業務等 

 月額 9,700 円～20,000 円 

 日額 320 円 

 
 介助及び汚物処理 

 作業手当 
 病院等に勤務する職員 

 入院患者の介助及び汚物処理の 

 作業 

 月額 8,000 円  

 日額 320 円 

 
 動物取扱手当  保健所等に勤務する職員  野犬捕獲等の業務 

 日額 370 円～400 円 

 月額 12,500 円 

 
 土木作業手当 

 県土整備事務所等に勤務する 

 職員 
 交通の頻繁な道路上での測量等  日額 340 円 

 
 消防訓練指導手当  消防学校に勤務する職員  特に危険な消防訓練の指導業務  日額 370 円 

 
 公害調査等業務手当 

 環境管理事務所等に勤務する 

 職員 
 有毒物を発散する場所での調査等  日額 370 円 

 
 し尿処理施設等 

 検査手当 

 環境管理事務所等に勤務する 

 職員 

 し尿処理施設又は浄化槽の 

 立入検査等 
 日額 320 円 

 
 保安検査等業務手当  化学保安課等に勤務する職員  危険物貯蔵所の立入検査の業務  日額 370 円 

 
 試験等業務手当 

 試験研究機関等に勤務する 

 職員 

 人体に有害なガスの発生を伴う 

 業務 
 日額 300 円 

 
 放射線取扱手当  放射線を取り扱う職員 

 放射線照射装置を使用しての撮影 

 又は透視作業 
 日額 320 円 

 
 防疫業務手当  保健所等に勤務する職員  感染症の患者の救護等  日額 320 円～4,000 円 

 
 用地交渉等手当 

 県土整備事務所等に勤務する 

 職員 
 用地取得等の交渉業務  日額 650 円 

 
 災害応急作業等手当 

 県土整備事務所等に勤務する 

 職員 

 重大な災害が発生した道路等での 

 応急作業等 
 日額 610 円～730 円 

 
 特殊現場作業手当 

 農林振興センター等 

 に勤務する職員 

 高所や水中等特殊な場所での 

 工事作業等 
 日額 320 円～370 円 

 
 遺体取扱手当  遺体を取り扱う職員  遺体を取り扱う作業  １体 800 円～2,500 円 

 
 夜間看護手当  病院に勤務する看護師等  深夜の看護業務 

 勤務１回 2,150 円～ 

 7,300 円 

 
 変則勤務手当  変則勤務課所に勤務する職員  深夜の業務等 

 勤務１回 410 円～ 

 1,600 円 

 
 航空業務手当  防災航空隊に勤務する職員  捜索救難の業務  １時間 1,900 円 



 
 

 
 警察業務手当  警察職員  犯罪捜査又は被疑者逮捕等の業務  日額 460 円等 

 
 東日本大震災対処 

 業務手当 

 原発敷地内等での 

 業務に従事する職員 

 東日本大震災に対処するための 

 原発敷地内等での業務 
 日額 660 円～13,300 円 

 
 原子力災害対処業務 

 手当 

 原発敷地内等での 

 業務に従事する職員 

 東日本大震災以外の原子力災害に 

 対処するための原発敷地内等での  

 業務 

 日額 40,000 円を超えない 

 範囲内の額 

 
 多学年学級担当手当  小中学校の教育職員 

２年以上の学年の児童等で編成 

される学級での授業等 
 日額 290 円 

 
 兼務手当  県立高等学校の教育職員 

 正規の勤務時間外に行う 

 兼務課程の勤務 
 １時間 1,200 円～1,800 円 

 
 実習等指導手当  県立学校等に勤務する職員 

 農業実習の教育指導及び 

 理療・看護の教育指導 

 月額 20,000 円 

 日額 180 円～400 円 

 
 教員特殊業務手当  教育職員  修学旅行での児童等の引率等  日額 900 円～16,000 円 

 
 教育業務連絡指導手当  教育職員 

 教務等についての連絡調整及び 

 指導助言 
 日額 200 円 

 
 夜間学級担当手当 

 本務として夜間学級に 

 勤務する職員 
 夜間学級の担当等 

 月額 21,000 円 

 日額 730 円 

（注） 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
オ 時間外勤務手当 

 支給実績（令和６年度決算） 13,090,228千円  
職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 591千円 

支給実績（令和５年度決算） 12,704,621千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 575千円 

  （注） １ 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務

手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

      ３ 夜間勤務手当を含んでいます。 

 
カ その他の手当（令和７年４月１日現在） 

 

手当名 内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（令和６年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（令和６年度決算) 

扶養手当  
扶養親族のある職員に支給 

 → 配偶者3,000円、子11,500円等 
同  

千円 

5,150,232 

千円 

245 

 
住居手当 

借家等居住者 

 → 家賃に応じて月額最高28,000円 
同  

千円 

4,647,840 

千円 

327 

 
初任給調整 

手当  

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 → 310,000円(又は51,600円)以内 

同  
千円 

79,645 

千円 

2,343 

 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 → 運賃等相当額 

  （原則として6カ月定期券価額） 

同  
千円 

6,602,254 

千円 

120 
 ②交通用具（自動車等）利用者 

 → 距離に応じた額 
異 支給額等 



 
 

 
単身赴任手当 

単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同  

千円 

15,647 

千円 

319 

 
在宅勤務等手

当 

住居等で正規の勤務時間の全部を勤務する

ことを命ぜられた職員に支給 

 → 月額3,000円 

   日額 140円（上限3,000円／月） 

異 
日額でも

支給 

千円 

- 

（令和 7 年 4 月 1 日新設） 

千円 

- 

（令和 7 年 4 月 1 日新設） 

 

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する職員

に支給 

 → 支給率4％～8％ 

同  
千円 

- 

千円 

- 

 
へき地手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

学校職員に支給 

 → 支給率4～16％ 

同  
千円 

- 

千円 

- 

 

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同  
千円 

1,058,554 

千円 

283 

 
宿日直手当 

宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 → 勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同  

千円 

1,324,285 

千円 

1,059 

 管理職員特別 

勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 → 勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同  

千円 

84,474 

千円 

525 

 
夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務１時間当たりの給与額×25/100 

同  
千円 

- 

千円 

- 

 
管理職手当  

管理、監督の地位にある職員に支給 

 → 月額25,900円～139,600円 
同  

千円 

3,143,154 

千円 

819 

 
義務教育等 

教員特別手当 

義務教育諸学校等に勤務する教育職員 

に支給 

 → 月額2,000～8,000円 

  
千円 

2,310,667 

千円 

64 

 
定時制通信 

教育手当  

定時制の課程又は通信制の課程に勤務 

する教育職員に支給 

 → 各級ごとに定額（月額） 

     夜間勤務１回につき730円（日額） 

  
千円 

174,503 

千円 

302 

 
産業教育手当 

農業又は工業に関する実習を行う高等 

学校の教育職員に支給 

 → 各級ごとに定額（月額） 

  
千円 

215,678 

千円 

354 

 
農林業普及 

指導手当  

農業又は林業に関する普及指導業務を 

行う職員(管理職を除く｡)に支給 

 → 支給率6％ 

  
千円 

22,267 

千円 

237 

（注） 令和６年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
（10）特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）  

区   分 給  料  月  額  等 

給 
料 

知  事  

副知事 

1,420,000円  

1,134,000円  

報 
酬 

議  長  

副議長 

議  員  

1,144,000円  

1,016,000円  

 927,000円  

期 
末 
手 
当 

 
知 事 
副知事 

（令和６年度支給割合） 
3.45月分 

 

 
議 長 
副議長 
議 員 

（令和６年度支給割合） 
 

3.45月分 
 

退 
職 
手 
当 

知  事  

副知事 

  （算定方式）                  （１期の手当額） （支給時期）  

1,420,000円×12×在職年数×0.60   40,896,000円   任期毎  

1,134,000円×12×在職年数×0.46   25,038,720円   任期毎   

  （注） １ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

２ 令和６年12月１日から当分の間、知事の期末手当の支給割合を据え置いています（年間 3.40月）。 

 


